
「令和８年度以降の福島県森林環境税の在り方について」審議の進め方 

森林計画課 

１ 森林審議会への諮問について 

本県では県民共有の財産である豊かな森林を守り育て、次世代に引く継ぐため、平成 18 年度か

ら福島県森林環境税を導入し、１期の課税期間を５年間として「県民一人一人が参画する新たな

森林（もり）づくり」に取り組んできました。 

現在の第４期森林環境税の最終年度となる令和７年度を前に、今年度、福島県森林環境税を活

用した取組内容や税制の継続の是非について県民の皆様からの御意見を伺うため、タウンミーテ

ィングや県民アンケート調査等を実施しました。 

これらのアンケート結果等を踏まえて「森林（もり）の未来を考える懇談会（※）」は、次期取

組に対する考え方や取組の方向性等を「福島県森林環境税を活用した取組に対する意見」として

まとめ、県へ提出しました。 

県では、この意見書の提出を受け、森林審議会に「令和８年度以降の福島県森林環境税の在り方

について」諮問を行います。 

※福島県森林環境税を財源とする事業における県民の参画と透明性を確保するために設置。学識経

験者や森林を守り育てる活動の実践者などで構成し、事業に対する意見や事業の評価などに関す

る事項の検討を行う。

２ 審議の進め方について 

令和８年度以降の福島県森林環境税の在り方検討の詳細スケジュールは別紙(資料６)となりま

すが､審議会の意見取りまとめに際しては､委員の皆様と下記により進めさせていただく予定です。 

① 令和６年１０月２１日（月）

第２回森林審議会

諮問 

○ タウンミーティング、県民アンケート調査等の結果報告、お

よびこれらの調査結果や懇談会意見等を踏まえて森林環境税

の今後の在り方や方向性等について審議する。

② 令和６年１１月中旬頃

森林審議会委員に資料送付 

○ ①の審議結果を踏まえ、事務局で「令和８年度以降の福島県

森林環境税の在り方について―中間とりまとめ―（案）」を作

成し、各委員へ送付、意見を求める。 

（提出予定期限_R6.11 月下旬頃）

③ 令和６年１２月１９（木）

第３回森林審議会

○「令和８年度以降の福島県森林環境税の在り方について

―中間とりまとめ―（案）」

※うつくしま県民意見公募（パブリックコメント）案

④ 令和６年１２月下旬

～令和７年１月下旬 

うつくしま県民意見公募 

○ うつくしま県民意見公募（パブリックコメント）を実施

⑤ 令和７年１月下旬頃

第４回森林審議会

○ パブリックコメントの意見を踏まえて、「答申（案）」を取

りまとめる。

⑥ 令和７年２月～３月頃

地方税制等検討会

○ ⑤の「答申（案）」を踏まえて検討し、「福島県森林環境税

に関する検討報告書」を取りまとめる。

⑦ 令和７年４月頃

Ｒ７年度第１回森林審議会

○ ⑥の検討報告書を踏まえて「答申」を取りまとめる。
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国の森林環境税（国税）福島県森林環境税（県税）

「福島県森林環境税」と「国の森林環境税」

市町村に委託された森林の整備

福島県の森林づくりのために、それぞれの使途で、県・市町村が有効に活用しています。

水源のかん養や県土の保全など、私たちの
生活に様々な恵みをもたらす森林をすべての
県民で守り育て、次の世代に引き継いでいく
ため平成18年度から県が導入しています。

県が、森林の持つ機能の維持や森林環境を
保全する取組みに活用しています。
森林の整備
花粉の少ない苗木づくり など

市町村が行う森林の整備やその促進を
図るため、令和６年度から国税として課税が
始まりました。全国の市町村（配分９割）と
都道府県（配分１割）に森林環境譲与税とし
て配分されています。

どんな税なの？

市町村は、森林所有者から管理を委託
された森林の整備などに活用しています。

市町村に委託された森林の整備　など

県は、市町村の取組への支援に活用して
います。

林業従事者の育成
市町村向けの短期研修 など

何に活用されているの？

各市町村の国の森林環境税
を活用した取り組みは、各市
町村のホームページで公表さ
れていますので、ご覧くださ
い。

森林環境学習

県民参加の植樹イベント

林業従事者の育成

その他の「福島県森
林環境税」を活用した
取組みは、県森林計
画課のホームページ
に公表しています。

花粉の少ない苗木づくり

市町村向けの短期研修

作業のイメージ

また、森林を守り育てる意識を広げる取組に
活用しています。

県民参加の植樹イベント
森林環境学習 など

も り

①
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②

④
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⑤

森林の持つ機能の維持

①
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令和３年度以降の森林環境税の在り方について―答申―

（令和２年９月 福島県森林審議会）の構成

○はじめに

○第１ 森林・林業の現状と課題

１ 福島県の森林・林業の現状

２ 福島県の森林・林業の課題

（１）森林整備の推進

（２）森林資源の循環利用

（３）津波と放射性物質拡散による森林の被害

（４）人と森林との絆の回復

〔図表〕森林・林業の課題と懸念される県民生活への影響

○第２ 森林環境税を財源とした施策の取組内容と評価（平成 28 年度～令和２年度）

１ 取組内容

（１）森林環境の適正な保全

  （２）森林資源の活用による持続可能な社会づくり

（３）市町村が行う森林づくり

（４）県民参画の推進

（５）ふくしまの森林文化の継承

（６）森林環境の調査

２ 取組に対する評価

  ※ 施策区分毎の整理

○第３ 次期対策にあたっての基本的な考え方

  １ 森林環境税の活用

     ※ 施策区分毎の整理

２ 国の森林環境税及び森林環境譲与税との役割分担

（１）国の森林環境税

（２）森林環境譲与税

３ その他

○第４ 森林環境税を活用した次期対策の提案

  １ 施策の内容

     ※ 施策区分毎の整理

  ２ 実施期間及び事業規模

  ３ 森林環境譲与税との役割分担

４ その他

（参考）森林文化のくに・ふくしま県民憲章

以上                       
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